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し
も
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Ｐ
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ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
か
ら

安
保
な
く
し
対
等
の
日
米
関
係
へ

日本共産党
16年間で5千億円の
政党助成金を山分け
（１９９５－２０１０年） 社民３２３億円 ３２３億円

その他５９８億円 ５９８億円
日本共産党は受け取らず、廃止を主張

●民・自・公は、国民に増税を押しつけなが
ら、党の財政は企業献金や政党助成金頼み
――「政党不信」は当然です。

●日本共産党は震災救援の募金やボランテ
ィアなど「住民の苦難軽減」の活動に全力。
地方議員2743人（８月27日現在）、2万をこ
える支部、財政も自前でまかなう党です。

安心して選んでもらえる
政党らしい政党

公約投げ捨て、選挙目当ての離合集散のなか

「政党には党員がいて、党員たちの願

いをかなえるための政策があり、その

政策を実現するために候補者を選定

して当選させる。議会でそうした候補

者が多数派を形成して権力を握り、政

策を実現させていく」（この点で）「日

本には共産党などを除くと政党らしい

政党は事実上ない」

（片山善博元総務相「中央公論」９月号）

日本改革のビジョンを
しめし、行動する党

あらゆる分野で

●日本共産党は、国民の利益に反する政治と
正面から対決。同時にどの問題でも、日本
改革のビジョンをしめし、その実現へ行動
する党です。日本の未来を開く綱領をもっ
ている唯一の党だからです。

１世紀近い歴史に
試された党

党名を変えずに

●日本共産党は、どんな大国の横暴も許さな
い自主独立の党です。旧ソ連と中国・毛沢
東派の「社会主義」を看板にした自由と民
主主義の抑圧とたたかい、無法な干渉をは
ね返しました。

●日本共産党は、「すべての人間の自由な発
展」を最大の特徴とする未来社会をめざし
ています。党の名前は歴史と未来社会の理
想が刻まれたものなのです。

平和・民主主義への逆流に対し
国民のよりどころになる党

改憲・タカ派にみんなが進むなか

●民主党が自民党と“うり二つ”になり、自
民総裁に改憲論者の安倍晋三氏が選出さ
れ、憲法改定をかかげる「維新の会」が国政
進出。古い政治への逆流がおきています。

●こうした動きとキッパリ対決している政
党は、日本共産党だけです。戦前の暗黒政
治と侵略戦争に、命をかけて反対した不屈
の歴史に裏付けられたものです。

日本共産党はこんな政党です 日
本
改
革
の

ビ
ジ
ョ
ン
を
し
め
し
、

国
民
と
と
も
に
行
動
し
ま
す

日
本
改
革
の

ビ
ジ
ョ
ン
を
し
め
し
、

国
民
と
と
も
に
行
動
し
ま
す
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党をつくって90年 民
主
党
に
裏
切
ら
れ

も
う
自
民
党
に
は
も
ど
り
た
く
な
い

ど
う
す
る
こ
の
日
本

２３６３億円 ２３６３億円 自民
１３８０億円 １３８０億円 民主
３７２億円 ３７２億円 公明

東
日
本
大
震
災
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
は

３
万
人
。募
金
10
憶
円
を
集
め
て
、

被
災
地
に
と
ど
け
ま
し
た
。

ビジョン

４
領土
問題

歴
史
的
事
実
と
道
理
に
立
っ
て

外
交
交
渉
で
解
決
を

「さよなら原発」全国に広がる国民の声「さよなら原発」全国に広がる国民の声
原
発
依
存

か
ら　
　

「
即
時
原
発
ゼ
ロ
」の
実
現
を

ビジョン

１原発　

福
島
県
で
は
、い
ま
も
県
内
外
へ
の
避
難

者
は
16
万
人
。放
射
能
被
害
は
東
日
本
を

中
心
に
全
国
に
広
が
って
い
ま
す
。

　

原
発
事
故
で
ひ
と
た
び
放
射
性
物
質
が

大
量
に
放
出
さ
れ
る
と
、人
類
は
そ
の
被
害

を
防
止
す
る
手
段
を
持
って
い
ま
せ
ん
。

  

使
用
済
み
核
燃
料
＝「
核
の
ゴ
ミ
」を
安

全
に
処
理
す
る
技
術
も
な
く
、ウ
ラ
ン
鉱
石

の
レ
ベ
ル
に
放
射
能
が
下
が
る
ま
で
数
万

年
、無
害
に
な
る
ま
で
は
膨
大
な
時
間
が
か

か
り
ま
す
。再
稼
働
す
れ
ば
、処
理
方
法
の

な
い「
核
の
ゴ
ミ
」は
増
え
続
け
ま
す
。

 
 

日
本
共
産
党
は
、「『
即
時
原
発
ゼ
ロ
』の

実
現
」の
提
言
を
発
表
し
、政
府
に
申
し
入

れ
ま
し
た
。

個人献金72％が
電力業界
（共同通信2011.7.23＝2009年度）

自民

●自民政治団体への個人献金額の
72.5％が東京電力など電力９社
の当時の役員・ＯＢ。

電力労組などから
1億2千万円
（2010年度政治資金報告書）

民主

●電力会社や子会社の労組を通じ
て、民主党県連や、国会議員13人、
地方議員に資金提供。

大飯原発再稼働を
容認維新

即原発ゼロ
78.0%

政権与党のときから原発を推進し、事故が
起きても、「原発ゼロ」に反対する自民党。
民主党政権も大飯原発の再稼働に続き、
大間原発の建設を容認。やめられないの
は原発マネーに汚染されているからです。

●「建前論ばかり言ってもしょう
がない。事実上の容認ですよ」
（橋下代表･５月31日）と大飯原
発再稼働を容認。

　

“

再
稼
働
し
な
け
れ
ば
電
力
不
足
に”―

―

政
府
の
国
民
へ
の
脅
し
で
す
。関
西
電

力
が
発
表
し
た
今
夏
の
電
力
需
給
デ
ー
タ
は
、大
飯
原
発
の
再
稼
働
が
な
か
っ
た
場

合
で
も
、ピ
ー
ク
時
の
供
給
電
力
に
余
力
が
あ
っ
た
こ
と
を
示
し
ま
し
た
。

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
可
能
量
は
、現
在
あ
る
全
原
発
の
発
電
能
力
の
約

40
倍
で
す
。こ
の
大
き
な
可
能
性
を
現
実
に
す
る
本
格
的
な
取
り
組
み
を
開
始
す
べ

き
で
す
。

　

雇
用
も
、原
発
よ
り
は
る
か
に
可
能
性
を
も
っ
て
い
ま
す
。ド
イ
ツ
で
は
、原
発
関

連
の
雇
用
は
３
万
人
に
た
い
し
、再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
の
雇
用
は
38
万
人
で

す
。国
の
責
任
で
、原
発
立
地
自
治
体
へ
の
支
援
や
地
域
経
済
の
再
建
も
進
め
ま
す
。

●
す
べ
て
の
原
発
か
ら
た
だ
ち
に
撤
退
す
る
政
治
決
断
を
お
こ
な

い
、「
即
時
原
発
ゼ
ロ
」の
実
現
を
は
か
る
こ
と
。

●
原
発
再
稼
働
方
針
を
撤
回
し
、大
飯
原
発
を
停
止
さ
せ
、す
べ
て
の

原
発
を
停
止
さ
せ
た
ま
ま
で
、廃
炉
の
プ
ロ
セ
ス
に
入
る
こ
と
。　

●
青
森
県
六
ケ
所
村
の「
再
処
理
施
設
」を
閉
鎖
し
、
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム

循
環
方
式
か
ら
即
時
撤
退
す
る
こ
と
。

●
原
発
の
輸
出
政
策
を
中
止
し
、輸
出
を
禁
止
す
る
こ
と
。

原
発
か
ら
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
で
、

日
本
経
済
の
持
続
可
能
な
成
長
を

原
発
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換
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日
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経
済
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持
続
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長
を

「即時原発ゼロ」実現へ
日本共産党の提言

　

日
本
共
産
党
が
九
州
電
力
の「
や
ら
せ
メ
ー
ル
問
題
」

を
追
及
し
、「
し
ん
ぶ
ん
赤
旗
」が
ス
ク
ー
プ
す
る
な
か
、

玄
海
原
発
の
再
稼
働
が
ス
ト
ッ
プ
。「
原
発
増
設
・
再
稼
働

ノ
ー
」の
一
点
で
共
同
を
広
げ
て
い
ま
す
。

　

電
力
会
社
や
原
発
メ
ー
カ
ー
か
ら
献
金
を
受
け
取
ら

な
い
党
だ
か
ら
、国
や
電
力
会
社
に
も
の
が
言
え
ま
す
。

こ
の
党
を
大
き
く
し
て
、「
即
時
原
発
ゼ
ロ
」を
実
現
し

ま
し
ょ
う
。

日本
共産党

原
発
マ
ネ
ー
と
無
縁
な
党
と
し
て
奮
闘

原
発
マ
ネ
ー
と
無
縁
な
党
と
し
て
奮
闘

原
発
マ
ネ
ー
と
無
縁
な
党
と
し
て
奮
闘

●17万人が参加した『さようなら原発
　 10万人集会』＝7月16日、東京
●17万人が参加した『さようなら原発
　 10万人集会』＝7月16日、東京
●17万人が参加した『さようなら原発
　 10万人集会』＝7月16日、東京

政府の
パブリックコメント
政府の
パブリックコメント

●「『即時原発ゼロ』の実現を」――日本共産党の提言」を
　志位和夫委員長らが政府に申し入れ
●「『即時原発ゼロ』の実現を」――日本共産党の提言」を
　志位和夫委員長らが政府に申し入れ



　安保条約第10条に即して、解消を通告す
れば1年後に安保条約はなくせます。在日米軍
基地もすべて撤去され、撤退費用もアメリカの
負担になります。

　アメリカの“戦争の根拠地”から、憲法９条
を生かした“平和の発信地″に大きく変わりま
す。東アジア地域で、軍縮への転換のイニシ
アチブを本格的に発揮する立場に立てます。

　農産物輸入自由化や原発おしつけなど、安
保条約第２条で「アメリカいいなり」の経済協
力が行われてきました。アメリカとは対等平等
になり、まともな経済発展ができます。

米軍基地の重圧から
国民が解放される１

憲法９条を生かした
“平和の発信地”に2

日本の経済主権を
確立する保障ができる3

アジアの多くの国々との
関係を軸に、国際的な安
全保障体制を築いていく
55％

アジアの多くの国々との
関係を軸に、国際的な安
全保障体制を築いていく
55％

アジアの多くの国々との
関係を軸に、国際的な安
全保障体制を築いていく
55％

いっさいの防衛力をもた
ないで、中立を保ち、外交
によって安全を築いていく
12％

いっさいの防衛力をもた
ないで、中立を保ち、外交
によって安全を築いていく
12％

いっさいの防衛力をもた
ないで、中立を保ち、外交
によって安全を築いていく
12％

日米同盟を基軸に
日本の安全を守る
19％

日米同盟を基軸に
日本の安全を守る
19％

日米同盟を基軸に
日本の安全を守る
19％

（ＮＨＫ世論調査
2010年11月）
（ＮＨＫ世論調査
2010年11月）
（ＮＨＫ世論調査
2010年11月）

これからの
安全保障体制

　
「
消
費
税
増
税
は
く
ら
し
に
影
響
92
%
」（
毎
日
新
聞
）――

日
本
共
産
党
は

増
税
中
止
へ
全
力
を
あ
げ
る
と
同
時
に
、解
決
策
を
し
め
す
党
で
す
。

　

社
会
保
障
を
再
生
・
充
実
さ
せ
な
が
ら
、税
金
の
ム
ダ
づ
か
い
の一掃
や
、富
裕

層
や
大
企
業
に
応
分
の
負
担
を
求
め
る
「
応
能
負
担
」の
税
制
改
革
を
提
言
。２

６
０
兆
円
も
の
大
企
業
の
内
部
留
保
を
、賃
上
げ
や
中
小
企
業
へ
の
適
正
な
単
価

で
国
民
経
済
に
還
流
さ
せ
、国
民
の
所
得
を
増
や
せ
ば
、経
済
は
成
長
し
、財
政

危
機
も
打
開
で
き
ま
す
。

実
施
は　
　
　

２
０
１
４
年
４
月 

大
増
税
は
中
止
で
き
ま
す

　

民
主
・
自
民
・
公
明
が
増
税
法
を
強
行
し
ま
し
た
が
、
法
律
に
は「
経
済
状

況
な
ど
に
よ
って
は
施
行
を
停
止
す
る
」と
書
い
て
あ
り
ま
す
。

　

増
税
実
施
ま
で
に
は
、必
ず
衆
院
選
、参
院
選
が
あ
り
ま
す
。民
・
自
・
公
の

増
税
連
合
に「
増
税
ノ
ー
」の
審
判
を
く
だ
し
、実
施
中
止
に
追
い
込
み
ま
し
ょ
う
。

　
「
増
税
前
に
や
る
こ
と
が
あ
る
」と
い
う
政
党
も
あ
り
ま
す
が
、「
や
る
こ
と
を

や
っ
た
ら
増
税
」で
は
、
問
題
は
解
決
し
ま
せ
ん
。増
税
阻
止
へ一番
の
力
に
な
る
日

本
共
産
党
を
の
ば
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
に
オ
ス
プ
レ
イ
配
備
、Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
を
受
け
入
れ
て
い
い
の

か―
―

民
主
党
政
権
の
暴
走
に
怒
り
、共
同
が
広
が
って
い
ま
す
。

　

日
本
共
産
党
は
立
場
の
違
い
を
こ
え
て
、
一致
点
を
大
事
に
、Ｊ
Ａ（
農
協
）
や

医
師
会
、森
林
組
合
な
ど
と
共
同
し
、運
動
を
広
げ
る
た
め
に
が
ん
ば
る
党
で
す
。

　

ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
政
治
か
ら
、
対
等
・
平
等
・
友
好
の
日
米
関
係
を
築
く
こ

と
を
め
ざ
す
展
望
を
も
つ
党
で
す
。日
米
安
保
条
約
を
な
く
せ
ば
次
の
３
つ
の
展

望
が
開
け
ま
す
。

共産党　経済提言　
「提言」全文は「提言」全文は

不要不急の
大型公共事業の
「打ち出の小づち」

　増税でうく財源を高速道路、巨大
港湾などにまわす条項を消費増税法
の付則に盛り込みました。「社会保障
のため」という建前も捨てました。

オ
ス
プ
レ
イ
、Ｔ
Ｐ
Ｐ（
環
太
平
洋

連
携
協
定

）――

ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
か
ら

安
保
条
約
を
な
く
し

対
等
・
平
等
・
友
好
の
日
米
関
係
を
め
ざ
す

オ
ス
プ
レ
イ
、Ｔ
Ｐ
Ｐ（
環
太
平
洋

連
携
協
定

）――

ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
か
ら

安
保
条
約
を
な
く
し

対
等
・
平
等
・
友
好
の
日
米
関
係
を
め
ざ
す

民
主・自
民・公
明
の
増
税
路
線
で
な
く

消
費
税
に
頼
ら
な
い
別
の
道
で
、

社
会
保
障
の
充
実
、財
政
再
建
を
は
か
る

民
主・自
民・公
明
の
増
税
路
線
で
な
く

消
費
税
に
頼
ら
な
い
別
の
道
で
、

社
会
保
障
の
充
実
、財
政
再
建
を
は
か
る

消費税増税法成立の
金メダルが公明党
　「金は山口那津男公明党代
表、銀は野田佳彦首相。自民党
の谷垣禎一総裁はよくやった
…」（森元首相の発言を、９月
９日の公明新聞が紹介）

消費税増税と
地域切り捨て

　「消費税の地方税化」と「地方
交付税の廃止」をセットで主張。
地方交付税がなくなれば、消費
税増税でまかなうことに。地方
財政も大幅に悪化します。

消費税
増税

財界中心、アメリカいいなりの政治から
「国民が主人公」の新しい政治へ転換を
日本共産党の躍進に力をおかしください

「財界いいなりに原発再稼働、消費税増税」、「アメリカいいなりに、オ
スプレイ配備、ＴＰＰ参加」――民主党が抜け出せない「財界・アメリ
カいいなり」の２つの害悪を断ち切るときです。日本共産党とごいっ
しょに、国民が主人公の新しい政治をつくりましょう。

ビジョン

２経済
ビジョン

3外交

維新オスプレイ配備も
ＴＰＰ参加もＯＫ

●「維新八策」でＴＰＰ参加を明記。
●「（沖縄の人に）納得してもらえるには、どう
いうルールにすべきか考えなければならな
い」（橋下代表･７月６日）とオスプレイを容認。

維新

「食料自給率を39
％に下げたのが自

民党。ＴＰＰで自給
率を13％に下げよ

うというのは民主党
。ＴＰＰに断固反

対し、一貫して農業
を守ると言っている

のは共産党ただ一人
です」

（奥野岩雄ＪＡ北
海道厚生連会長・

共産党経済懇

談会でのあいさつよ
り）

　志位和夫委員長は、中国の程永華大使
に、尖閣諸島について「日本の領有は歴史
的にも、国際法上も正当」と主張。「日中双
方が、物理的対応の強化や軍事的対応論
をきびしく自制することが必要」「中国政府
は在中国邦人、企業、大使館の安全確保
に万全の措置を」と提起しました。
　日本政府にも、政府が「領土問題は存在
しない」との態度をとりつづけていては、

日本の領有の正当性を主張することも、
中国側の主張に反論もできない――こ
の態度をあらため、外交交渉によって日
本の尖閣領有の正当性を堂々と主張す
べき、と申し入れをしました。
　日本共産党は侵略戦争と植民地支配に
反対をつらぬき、旧ソ連、中国など、どんな
大国の横暴も許さない自主独立の党です。
だから、歴史的事実と道理にたった解決案
を堂 と々提案できます。

程永華駐日中国大使（右）と会談する志位和夫委員長
＝9月21日、中国大使館
程永華駐日中国大使（右）と会談する志位和夫委員長
＝9月21日、中国大使館

「尖閣諸島、竹島は日本の領土」です

●日本は、1895年1月に尖閣諸島の領有を宣言しまし
たが、これは「無主の地」の「先占」（持ち主のい
ない土地を先に占める）という国際法上まったく正
当な行為でした。中国は、1970年代になるまで75年
間、一度も異議をとなえたことはありません。
●中国は、日清戦争に乗じて日本が不当に奪ったと主
張していますが、日清戦争の講和条約＝下関条約で
清国から奪取したのは、台湾とその付属島嶼と澎湖
列島であり、尖閣諸島は含まれていません。

●日本政府は、1972年の日中国交正常化、1978年の
日中平和友好条約締結のさいに、尖閣諸島の領有問
題を「棚上げ」にしました。これは日中間に領土紛
争が存在していることを、中国との外交交渉で認め
たものにほかなりません。
●それにもかかわらず、歴代の日本政府は「領土問題
は存在しない」という立場で棒をのんだように繰り
返すだけで、中国にたいして尖閣諸島の領有の正当
性を一回も主張してきませんでした。

尖
閣
諸
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１
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９
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年

領
土
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●竹島であしか漁をしていた中井養三
郎氏の求めを受け、日本政府は同島
を日本領として島根県に編入（1905
年）。国際法上有効です。

●この時代は日本が韓国を植民地化し
ていく過程で、韓国は外交権があり
ませんでした。日本は植民地支配へ
の反省にたって、話し合いのテーブ
ルをつくるために努力すべきです。

竹
島 

１
９
０
５
年

領
土
編
入

志位委員長が中国大使と会談

ビジョン

４領土問題

択捉、国後の南千島はもちろん、
千島列島全体が日本領――
これが日本共産党の立場です

全千島

歴史的事実と道理にたって外交交渉で解決を歴史的事実と道理にたって外交交渉で解決を
マスコミや識者も注目
「これだけ紛糾しても『尖閣諸
島に領土問題は存在しない』
というのが日本政府の公式見
解である。不屈は美徳だが、マ
ンネリは毒だ」（日本共産党
が）「『日本が立場を改めて紛
争の存在を認め、外交交渉で
領有の正当性を主張せよ』と
迫ったところがポイントだ」
（山田孝男毎日新聞政治部専門編集委員・10月 1日付）

「尖閣諸島や竹島の問題で、自
民党は野田政権の対応を批判
している。では安倍政権がで
きればどうするのか、自民党
の案をぜひ示してほしい」「一
方、共産党の志位委員長は尖
閣について、『政府として領土
問題の存在を認め、外交交渉
で解決を』と提案している」

（「朝日」10月 12日社説）

「増
税社

層
や
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で
国
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共産党　経済提言　

●「ＴＰＰ交渉参加に反対し、日本の食と暮らし
・いのちを守る全国決起集会」で萬歳章ＪＡ
全中会長（左）と握手する志位和夫委員長＝
2011年10月26日、東京・日比谷野外音楽堂

検索


